　　　弥富市地域リハビリテーション活動支援事業実施要綱
　（目的）
第１条　この要綱は、地域リハビリテーション活動支援事業（介護保険法（平成9年法律第123号）第115条の45第1項第2号に規定する事業をいう。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。
　（事業主体）

第２条　事業の実施主体は、弥富市とする。
　（対象者）

第３条　事業の対象者は、リハビリテーションの知識を要しリハビリテーション専門職の支援を必要とする次の各項のいずれかに該当する団体等（以下「支援団体」という。）とする。
２　市内の通いの場や介護予防支援に携わる主として65歳以上の者で構成される団体
３　介護予防に資するボランティア又はボランティア養成の対象者

４　市内の介護サービス事業所（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が配置されていない事業所であること。）

５　市地域包括支援センター職員等
６　その他市長が必要と認める者

（支援内容及び派遣回数等）
第４条　市は、前条に規定する支援団体に対してリハビリテーション専門職を派遣し、次の各号に掲げる介護予防に関する技術的助言及び支援を行う。また、リハビリテーション専門職の派遣回数は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要があると認めたときは、この限りではない。
(1) 市内の通いの場や介護予防支援に携わる主として65歳以上の者で構成される団体及び介護予防に資するボランティア又はボランティア養成の対象者に対し、リハビリテーション専門職を派遣し、介護予防に関する講話や講演等の技術的助言や支援を行う。派遣回数は１団体につき各年度２回を上限とし、その派遣時間は、１回の支援につき２時間以内とする。
(2) 市内の介護サービス事業所の介護職員への介護予防に関する研修会や意見交換会を、リハビリテーション専門職を派遣して行う。派遣回数は、１事業所につき各年度３回を上限とし、その派遣時間は、１回の支援につき２時間以内とする。
(3) 市地域包括支援センター職員等が、派遣対象者（市内の要支援認定者、事業対象者、その他市長が認めた者）の自宅等を訪問する際、リハビリテーション専門職を派遣し、身体機能や日常生活動作、日常生活関連動作等の遂行能力についての評価を行う。派遣回数は、同一派遣対象者につき各年度1回を上限とし、その派遣時間は、１回の支援につき１時間以内とする。
（派遣依頼）
第５条　リハビリテーション専門職による活動支援を受けようとする支援団体の代表者は、地域リハビリテーション活動支援事業リハビリテーション専門職派遣依頼書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項の申請書を受理したときは、内容を審査の上、地域リハビリテーション活動支援事業専門職派遣決定通知書（第２号様式）をもって決定するものとする。

（報告）
第６条　派遣されたリハビリテーション専門職は、支援団体に活動支援を行ったときは、地域リハビリテーション活動支援事業実施報告書（第３号様式）及び地域リハビリテーション活動支援事業専門職派遣請求書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。
２　前項に定める報告は、支援を行った翌月10日までに行うこととする。

（報償費）
第７条　市は、リハビリテーション専門職による活動支援に対する報償費として、第４条第１号から第３号までに規定する支援については、30分につき2,500円を、リハビリテーション専門職に支払うものとする。

２　支払方法は、地域リハビリテーション活動支援実施報告書の実績に基づき１か月分ごとに支払うこととする。

　（雑則）

第８条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、令和３年７月１日から施行する。
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